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平成１５年度　市民1人当たりの資産�

200万3千円（前年度195万2千円）

平成１５年度　市民1人当たりの負債�

54万5千円（前年度54万円）

負債とは？
　資産にあるような施設の整備のために借りた借入金の
返済金や市職員の退職給与引当金（現在の市職員が普通
退職したと想定した場合の必要な退職手当）です。今後
返済が必要で市民の皆さんが負担するものです。

市のバランスシート

　バランスシートとは、一般に民間企業の会計で用いら
れているもので、土地・建物など現在まで整備された資
産と借金などの負債の状況をまとめたものです。 問合せ／財政室　1９９５�１８０１

貸　　方借　　方

負債有形固定資産　学校、道路、橋、市庁舎など
（市民１人当たり）借入金（市債）（市民１人当たり）
３０万５千円１６３億１千万円（普通会計）１３８万８千円７４３億５千万円（普通会計）
１５万２千円８１億７千万円（公営事業会計）３０万３千円１６２億６千万円（公営事業会計）
４５万７千円２４４億８千万円計１６９万１千円９０６億１千万円計

退職給与引当金
８万円４３億１千万円（普通会計）
８千円３億９千万円（公営事業会計）投資的資産　基金（固定的なもの）、出資金

８万８千円４７億円計（市民１人当たり）
負債計１２万９千円６９億２千万円（普通会計）

３８万５千円２０６億２千万円（普通会計）３万７千円１９億９千万円（公営事業会計）
１６万円８５億６千万円（公営事業会計）１６万６千円８９億１千万円計

５４万５千円２９１億８千万円計

国、県の補助金、資産形成に
使った一般財源

正味資産現金預金、基金（現金化が容易
なもの）、未収金（税など）

流動的資産

（市民１人当たり）（市民１人当たり）
１２４万７千円６６８億４千万円（普通会計）１１万５千円６１億９千万円（普通会計）
２１万１千円１１３億６千万円（公営事業会計）３万１千円１６億７千万円（公営事業会計）
１４５万８千円７８２億円計１４万６千円７８億６千万円計

負債、正味資産合計資産合計
（市民１人当たり）（市民１人当たり）
１６３万２千円８７４億６千万円（普通会計）１６３万２千円８７４億６千万円（普通会計）
３７万１千円１９９億２千万円（公営事業会計）３７万１千円１９９億２千万円（公営事業会計）
２００万３千円１，０７３億８千万円総計２００万３千円１，０７３億８千万円総計

※このバランスシートは、国（総務省）が示した作成基準に沿って作成しました。
※普通会計は、一般会計と土地取得特別会計で構成され、市の基本的な行政を行う会計です。
※公営事業会計は、水道事業会計と下水道事業、国民健康保険、老人保健、介護保険、十里木高原簡易水道
の特別会計です。

資産とは？
　バランスシートの項目にあるような施設の土地・
建物や基金、現金などです。市民の皆さんにこれか
ら提供する行政サービスの基になるものです。

土地付きマイホーム
４，４００万円

（土地２，０００万円、家２，４００万円）

定期預金（教育資金・
　積み立て・株など）

４１０万円

普通預金・
　現金など
３７０万円

マイホームローン

残高　１，２００万円

☆バランスシート（普通会計）を平均的な４人家族の
　会計に例えたものです。
☆わかりやすくするため、市民１人あたりの金額を８
　倍してあります。

資 産

学校、道路など
建設的な事業に
使われたお金の
総額です。道路
や建物の建設は
原価償却をして
います。土地は
購入の価格を計
上しています。

関係団体への出
資金や都市施設
建設基金、社会
福祉事業基金な
ど、貯えている
お金です。

現金や、必要な
ときすぐに現金
にできる基金、
市税などまだ収
入されていない
ものの総額です。

借入金は今まで
学校や道路など
を建設するため、
市が銀行や国な
どから借金して
いる残高です。

退職給与引当金
は、市の職員が
年度末に全員退
職（その年度末
に退職した者を
除く）した場合
の退職金です。
将来発生するも
のとして負債に
計上します。

今まで学校や道
路などを建設す
るため使ったお
金のうち、国や
県からの補助金
と市の税金など
の総額です。

負 債

市の資産と負債はどれくらい？

市全体のバランスシート（貸借対照表） 平成１６年３月３１日現在
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平成１６年３月３１日現在普通会計の行政コスト計算書（損益計算書）

１５年度の市民１
人当たり

増　減平成１５年度平成１４年度項　目

６万９千円△１千万円３６億８千万円３６億９千万円人件費、退職給与引
当金繰入人に係るコスト

費　

用

１１万６千円千万円６２億４千万円６２億４千万円物件費、減価償却費
など物に係るコスト

７万３千円３億１千万円３９億円３５億９千万円扶助費、補助費、他
会計繰出金など

移転支出的な
コスト

９千円△２千万円５億１千万円５億３千万円地方債償還利子、不
納欠損額など

そのほかのコ
スト

２６万７千円２億８千万円１４３億３千万円１４０億５千万円A合　計

△はマイナス

３億６千万円２６億８千万円２３億２千万円使用料、手数料、国
県補助金など充当財源

収　

入

６千万円１３１億５千万円１３０億９千万円市税、地方譲与税など一般財源

△２千万円４億４千万円４億６千万円国県補助金の減価償
却額

国県支出金償
却額

４億円１６２億７千万円１５８億７千万円B合　計

１億２千万円１９億４千万円１８億２千万円差引一般財源増加額（B－A）

※この行政コスト計算書は、国（総務省）が示した作成基準に沿って作成しました。

平成１５年度　市民1人当たりの行政コスト�

26万7千円（前年度26万3千円）

市の行政コスト計算書

　行政コストとは、人的サービス、給付サービス
など資産形成につながらない資源を消費する行政
サービスにかかる費用のことです。また、通常の
決算は、支出だけをまとめていますが、行政コス
ト計算書は、建物などの施設の消耗を表す減価償
却費（約３０億４千万円）もコストとして計上して
います。

市民１人当たりの市民１人当たりの

目的別コスト　　　　目的別コスト

　通常の決算では、土木費が一
番多いですが、行政コストは建
設事業などを含まないため、行
政コストでは、福祉関係の民生
費がトップとなっています。

項目別 
コスト 

物に係る 
　コスト 
43.5％ 

人に係る 
　コスト 
25.７％ 

移転支出的な 
　　　コスト 

27.2％ 

そのほかのコスト 
3.6 
％ 

・品物の購入、印刷、 
　業務の委託など 5万6千円 
　・減価償却費 5万7千円 
　　・維持補修費   3千円 

・人件費  6万6千円 
・退職給与引当金繰入 
3千円 

・扶助費（乳幼児医療費助成など） 
　2万1千円 
・補助費（区運営費補助など） 
　2万1千円 
・繰出金（国保、下水道会計などへ） 
　2万4千円 
・他団体への補助など  7千円 

・償還金利子  7千円 
・不納欠損額  1千円 
・災害復旧 1千円 
 

目的別 
コスト 

民生費 
　23.8％ 6万4千円 

教育費 
18.5％ 

3万7千円 

4万9千円 
土木費 
16.6％ 

2万6千円 

1万7千円 

3万円 

4万4千円 

総務費 
14.0％ 

衛生費 
9.8％ 

消防費 
6.4％ その他 

10.9％ 

市民１人当たりの市民１人当たりの

項目別コスト　　　　項目別コスト

老人福祉や児童福祉（民生費）老人福祉や児童福祉（民生費）

乳幼児の医療乳幼児の医療
（扶助費）　（扶助費）

行政サービスにかかるコストはいくら？


